
各    位 

                                                        平成１５年５月２６日 

                                           〝お客様に信頼される、 

いきいき輝く銀行を目指します〟 

 

                      (株) 静 岡 中 央 銀 行                           

                         〒４１０－８７１０  沼津市大手町四丁目７６番地 

                                              お問合せ先 企画部      担当 柳川・林 

                                                ＴＥＬ    ０５５－９６２－６１１３ 

 
  

第 １ ２ ９期 （平 成 １５年 ３月 期 ）決 算 について  

 

       

静岡中央銀行（取締役社長 尾形充生）では、５月２３日開催の取締役会において、来る６月２７日 

開催予定の定時株主総会に別紙の第１２９期(平成 1５年３月期) 決算内容を報告ならびに付議する 

ことを決議いたしましたので、その概要をご案内申しあげます。 
 

   

（添 付 資 料 ）  

 

１ ．平 成 １５年 ３月 期 決 算 短 信  

２ ．第 １２ ９期 (平 成 １５年 ３月 期 )決 算 の概 況  

３ ．第 １２ ９期 末  （平 成 １５年 ３月 ３１日 現 在 ）   貸 借 対 照 表  

           

平 成 １４年 ４月  １日 から  

４ ．第 １２ ９期 中                     損 益 計 算 書  

            平 成 １５年 ３月 ３１日 まで  

５ ．第 １２ ９期 (平 成 １５年 ３月 期 )  利 益 処 分 案  

 

平 成 １４年 ４月  １日 から  

６ ．第 １２ ９期                       キ ャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー計 算 書   

            平 成 １５年 ３月 ３１日 まで  

７ ．有 価 証 券 ･金 銭 の信 託 ･その他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 ・デリバティブ取 引  

８ ．退 職 給 付 関 係  

９ ．役 員 の異 動  

１ ０ ．平 成 １４年 度 決 算 説 明 資 料  

         

ＮＥＷＳ ＬＥＴＴＥＲ 



              平成１５年５月２６日 
平 成 １５年 ３月 期  決 算 短 信  

  １．決 算 取 締 役 会 開 催 日   平成１５年 ５月２３日    会社名  株式会社 静岡中央銀行 

 

  ２．定 時 株 主 総 会 開 催 日   平成１５年 ６月２７日    本社所在地  沼津市大手町四丁目７６番地 

    連 結 決 算 の 有 無    無                   問合せ先           

    決 算 期   年１回 ３月３１日            責任者役職名 取 締 役 企 画 部 長  

    中 間 配 当 制 度 の有 無    有                            氏名            柳 川  巌 

    特定取引勘定の設置の有無    無                             ＴＥＬ  ０５５－９６２－６１１３ 

 

  ３．平成１５年３月期の業績(平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日) 

    (１)経営成績              (注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

 

経常収益 

(対前期増減率) 

経常利益 

(対前期増減率) 

当期純利益 

(対前期増減率) 

 

平成 15 年 3 月期 

平成 14 年 3 月期 

      百万円  ％ 

 １０,７３９  (５．７) 

 １０,１５８  (△０．６) 

   百万円    ％ 

   ５５０ (△５１．９) 

 １,１４４  (△２８．０) 

      百万円  ％ 

２６９  (△５９．４) 

６６３  (△３６．５) 

 

 

 

 

１株当たり 

 当期純利益 

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益 

株主資本 

当期純利益率

経常収支率 預金残高 

 

平成 15 年 3 月期 

平成 14 年 3 月期 

 円    銭 

 ９  ９６ 

２７  ６６ 

円    銭

－ 

－ 

％

０．９ 

２．３ 

％ 

９４．８ 

８８．７ 

百万円

４０５，９５１ 

３７１，７２８ 

      (注)１．会計処理の方法の変更………無 

          ２．「1 株当たり当期純利益に関する会計基準」および「1 株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」が平成 14 年 

4 月 1 日以降開始する事業年度に係る財務諸表から適用されることになったことに伴い、当期から同会計基準及び適用 

指針を適用しています。なお、前期において採用していた方法により算定した場合の 1 株当たり当期純利益は 11 円 21 

銭となります。 

    (２)配当状況 

    １株当たり年間配当金  

  中間 期末 

配当金総額

（年 間） 

配当性向 株主資本 

配当率 

 

平成 15 年 3 月期 

平成 14 年 3 月期 

  円  銭 

 ５  ００ 

 ５  ００ 

  円  銭

２  ５０ 

２  ５０ 

  円  銭

２  ５０ 

２  ５０ 

百万円

１２０ 

１２０ 

％ 

４４．５８ 

１８．０７ 

％

０．４ 

０．４ 

    (３)財政状態 

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当り 

株主資本 

自己資本比率

(国内基準) 

 

平成 15 年 3 月期 

平成 14 年 3 月期 

   百万円

４４３，５９１ 

４０８，９４０ 

   百万円

２７，５７６ 

２８，３６０ 

％

６．２ 

６．９ 

   円 銭

１，１４7 ７８   

１，１８１ ６９   

％

１０．４１ 

１１．４０ 

(注) １．期末発行済株式数   当期  ２４,０００千株   前期  ２４,０００千株 

               ２．単体自己資本比率は１０．４１％（速報値）であります。 

               ３．連結自己資本比率は１０．４３％（速報値）であります。 

    (４)キャッシュ・フローの状況 

 営業活動による 

キャッシュ・フロー 

投資活動による

キャッシュ・フロー 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物

期末残高 

 

平成 15 年 3 月期 

平成 14 年 3 月期 

   百万円

△２，７３７ 

    ５８６ 

   百万円

１，４５５ 

３，０９５ 

百万円 

△１１９ 

△１１９ 

百万円

７，９８８ 

 ９，３９０ 

(５)平成 15 年度の業績予想(平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日) 

 経常収益 経常利益 当期純利益 

 

中間期 

通  期 

   百万円

５，１００ 

１０，２００ 

百万円

８００  

１，７００ 

百万円

５００ 

１，０００ 

    (参考)１株当り予想当期純利益  ４０ 円 ４１銭 

－１－ 



株式会社  静岡中央銀行  

 

第１２９期（平成１５年３月期）決算の概況 

                             

当期におけるわが国経済は、期初に輸出の回復に支えられ一部緩やかな持直しの様子が見られたも

のの、内需回復の柱である設備投資は依然勢いに欠ける状況で推移しました。米国経済の先行不透

明感に加え、経済・産業の構造改革や金融システムの健全化が進められる調整局面の中、デフレ基

調が続き雇用・所得環境は悪化、個人消費も低水準で推移、景況感は総じて弱いものとなりました。 

静岡県・神奈川県の地域経済におきましても、一部で好調業種がみられたものの中小企業の多くが依

然業況悪化の状況にあり、大変厳しい環境の中での決算となりました。 

中部銀行の営業の譲受けにつきましては 株式会社日本承継銀行を経由し、今年３月３日、皆様のご支

援、ご協力を得て、円滑に譲り受けることができました。（営業譲受け額は預金３２３億円、貸出金３４４

億円） 

このような状況下、当行は第４次中期経営計画「ＳＣＢ：チャレンジⅡ」の諸施策を推進し、地域の皆さま・

取引先のご支援のもと、収益力の強化、営業基盤の拡大に努めた結果、次のような成果をあげること

ができました。 

 

○預金 

地域金融機関として堅実な営業活動を展開し、個人預金を中心に良質で安定的な預金増強のため、

積極的な営業活動を推進してまいりました。 

その結果、個人預金は前年度末に比べ３５，１３０百万円１３.０％増の３０３，６９８百万円、当期末の預

金残高は前年度末に比べ３４，２２３百万円９.２％増の４０５,９５１百万円となりました。 

 

○貸出金 

地元企業や個人のお取引先に対して質の高いサービスを提供するとともに、さまざまな資金ニーズに対

し積極的に対応、住宅ローンを中心とした消費者ローン、中小企業の新規開拓を重点に推進してまい

りました。しかしながら、設備投資など企業の資金需要の低迷などにより、当期末の貸出金残高は前

年度に比べ２８，２９１百万円８．７％増にとどまり３５２,７１７百万円となりました。 

 

○利益 

預貸金利益は貸出金平残の増加などにより前年度比１１３百万円の増益、資金利益は有価証券の運

用益減少により前年度比１１３百万円減の８，５１５百万円となりました。業務純益は国債等債券関係

益の増加などにより前年度比１，１８１百万円増の２，８６９百万円となりました。 

経常利益は個別貸倒引当金純繰入額の増加などにより、前年度比５９３百万円減の５５０百

万円、これにより当期純利益は、経営合理化による経費節減などに努め、有価証券の減損処理４７８

百万円、必要な諸償却・諸引当金繰入などを実施する中、２６９百万円となりました。 

 

今後におきましても、私どもをとりまく経営環境は今まで以上に厳しくなると予想されます。 

   当行は、こうした厳しい経営環境に対応するため役職員全員が一丸となって、第４次中期経営計画｢Ｓ

ＣＢ：チャレンジⅡ｣を引続き着実に実践し、従来より高い評価を頂いております健全な財務内容を更に 

強化し、収益力と効率性、リスク管理力を強化し健全な資産を積上げ、地域金融機関として｢お客様に

信頼される、いきいき輝く銀行｣を目指し、｢金融のプロ集団｣の確立を進めてまいります。 

 

－２－ 



(単位：百万円)
金 額 金 額

34,702 405,951
7,898 16,205
26,804 121,342
7,900 5,140
－ 1,366
500 247,331
－ 13,314
－ 1,250
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
36,422 －
6,933 －
1,229 －
9,314 －
3,093 －
15,851 －
－ －

352,717 －
10,139 －
51,052 4,082
261,227 206
30,297 1,189
－ 364
－ 701
－ 333
－ 19
－ －
1,246 －
88 －
42 －
276 －
－ 1,267
－ 458
－ 1,821
837 －
10,135 －
9,867 －
49 －
218 2,547
2,957 1,154
－ 416,014
1,154
△ 4,143

2,000
0
0

21,076
2,000
18,368

役員退職積立金 1,000
2,750

別 途 積 立 金 14,618
707

当 期 利 益 269
3,983
515
27,576

443,591 443,591

株式会社 静岡中央銀行

ー３ー

土 地 再 評 価差 額金

当期未処分利益

資 本 準 備 金
利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金
任 意 積 立 金

有価証券償却準備積立金

再評価に係る繰延税金負債

金融先物取引責任準備金

証券取引責任準備金

特 別 法 上 の引 当金

繰 延 税 金 負 債

商 品 有 価 証 券
商 品 国 債

社 債
株 式
そ の 他 の 証 券
貸 付 有 価 証 券
貸 出 金
割 引 手 形

資 本 の 部 合 計

負債及び資本の部合計

商 品 地 方 債
商 品 政 府 保 証 債
貸 付 商 品 債 券
その他の商品有価証券
金 銭 の 信 託
有 価 証 券
国 債
地 方 債

手 形 貸 付
証 書 貸 付
当 座 貸 越
外 国 為 替
外 国 他 店 預 け
外 国 他 店 貸
買 入 外 国 為 替
取 立 外 国 為 替
そ の 他 資 産
未 決 済 為 替 貸
前 払 費 用
未 収 収 益
先物取引差入証拠金
先 物 取 引 差金 勘定
保 管 有 価 証 券 等
そ の 他 の 資 産

資 産 の 部 合 計

再評価に係る繰延税金資産

動 産 不 動 産
土 地 建 物 動 産
建 設 仮 払 金
保 証 金 権 利 金

支 払 承 諾 見 返

繰 延 税 金 資 産

貸 倒 引 当 金

定 期 積 金
そ の 他 の 預 金

科 目 科 目

現 金 預 け 金
現 金
預 け 金
コ ー ル ロ ー ン
買 入 手 形
買 入 金 銭 債 権

売 渡 手 形
コ マ ー シ ャ ル ・ ペ ー パ ー

コ ー ル マ ネ ー

預 金

譲 渡 性 預 金

当 座 預 金
普 通 預 金
貯 蓄 預 金
通 知 預 金
定 期 預 金

借 用 金
再 割 引 手 形
借 入 金
外 国 為 替
外 国 他 店 預 り
外 国 他 店 借
売 渡 外 国 為 替
未 払 外 国 為 替
社 債
転 換 社 債
そ の 他 負 債
未 決 済 為 替 借
未 払 法 人 税 等
未 払 費 用
前 受 収 益
従 業 員 預 り 金

先 物 取 引 差金 勘定
借 入 商 品 債 券

賞 与 引 当 金
退 職 給 付 引 当 金

資 本 剰 余 金

( 資 本 の 部 )
資 本 金

支 払 承 諾

株 式 等 評 価差 額金

第１２９期末 （平成１5年３月３１日現在）  貸 借 対 照 表

( 資 産 の 部 ) ( 負 債 の 部 )

負 債 の 部 合 計

借 入 有 価 証 券
売 付 債 券
そ の 他 の 負 債

給 付 補 て ん 備 金
先物取引受入証拠金



 
 
 注１．  記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

２．  有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社・子法人等

株式及び関連法人等株式については移動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価のあるものについては期

末日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、時価のないものについては移動

平均法による原価法又は償却原価法により行っております。なお、その他有価証券の評価差額については、全部資

本直入法により処理しております。 

３． 動産不動産の減価償却は、定率法（ただし、平成１０年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除く。）

については定額法）を採用し、年間減価償却費見積額を期間により按分し計上しております。なお、主な耐用年

数は次のとおりであります。 

          建物      ３４年～ ３９年 

              動産        ５年～   ６年 

４． 自社利用のソフトウェアについては、行内における利用可能期間（５年）に基づく定額法により償却しており 

す。 

   ５．  外貨建資産・負債勘定は、主として決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

  ６．  貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破綻先」という）に係る債権及びそ

れと同等の状況にある債務者（以下、「実質破綻先」という）の債権については、下記直接減額後の帳簿価額か 

ら、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。また、現在は

経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者に係る債権については、債権額

から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合

的に判断し必要と認める額を計上しております。上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績か

ら算出した貸倒実績率等に基づき計上しております。 

          すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産

監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。 

          なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証による

回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は    

２,１７２百万円であります。 

          なお、貸倒引当金には、株式会社中部銀行より譲受けた期末の債権額３３,７９１百万円に対して予想される損失

を見積もった引当金８９６百万円が含まれております。当該引当金は、平成１４年１１月１日に当行と株式会社中

部銀行、株式会社日本承継銀行との間で締結された「営業譲渡に関する基本合意書」並びに平成１４年１２月６日

に締結された「営業譲渡契約書」に基づき、個別債権額の減少、債務者の破綻等による譲受け債権額の状況変化に

応じて調整を行い、当期末の譲受け債権額に対する見積額を計上したものであります。 

    ７．  賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当期に帰属す

る額を計上しております。 

８．   退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、必要額を計上しております。また、数理計算上の差異の費用処理方法は以下のとおりであります。 

          数理計算上の差異      各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（５年）による定額法によ

り按分した額を発生の翌期から費用処理        

  ９．  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃 

        貸借取引に準じた会計処理によっております。 

  10.   消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

      ただし、動産不動産に係る控除対象外消費税等は当期の費用に計上しております。 

11．  取締役及び監査役に対する金銭債権総額       該当ありません。 

12.   取締役及び監査役に対する金銭債務総額       該当ありません。 

13.   子会社の株式総額                          ８９百万円 

14.   子会社に対する金銭債権総額                  ８百万円 

    15.   動産不動産の減価償却累計額           ４,９５４百万円 

    16.   動産不動産の圧縮記帳額                  ３８４百万円 

  17.   貸出金のうち、破綻先債権額は２,７３０百万円、延滞債権額は６,９５６百万円であります。 

          なお、破綻先債権とは，元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利 

        息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。 

        以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項 

        第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。 

          また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを 

        目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

  18.   貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額は１０８百万円であります。 

      なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上遅延している貸出金で 

        破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

19. 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は４,２７６百万円であります。 
 

－４－ 



 

      なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払   

        猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び 

        ３ヵ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

    20.   破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は１４,０７１百万円であり

ます。 

          なお、17.から 20.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。  

    21.   手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協

会業種別監査委員会報告第２４号）に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた銀行引受手

形、商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有し

ておりますが、その額面金額１０,１３９百万円であります。 

    22.   担保に供している資産は次のとおりであります。 

          担保に供している資産 

          有価証券           ２,７２０百万円 

        担保資産に対応する債務 

          預金               １,９０７百万円 

上記のほか、為替決済取引の担保として、有価証券５,９６９百万円を差し入れております。 

なお、動産不動産のうち保証金権利金は２１８百万円であります。 

    23. 土地の再評価に関する法律（平成 10 年３月３１日公布法律第３４号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、  

       評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、  

       これを控除した金額を「土地再評価差額金」として資本の部に計上しております。 

      再評価を行った年月日  平成１０年３月３１日 

      同法律第３条第３項に定める再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令(平成１０年３月３１日公布政令 

                        第１１９号)第２条第４号に定める財産評価基本通達に基づいて、 

                        当該事業用土地について算出した地価税の課税価格に合理的な調整 

                        を行って算出。 

            同法律第１０条に定める再評価を行った事業用土地の当期末における時価の合計額と当該事業用土地の再評価

後の帳簿価額の合計額との差額                  ２,９０７百万円 

    24.  1 株当たりの当期利益        ９円９６銭 

           なお、当期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）等が適用されたことに伴う

影響額は、下記．３５に記載しております。 

    25.  商法旧第２９０条第１項第６号に規定されている時価を付したことにより増加した純資産額は、５１５百万円であ

ります。 

26.  有価証券の時価、評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これらには、「国債」「地方債」「株式」 

     「その他の証券」が含まれます。以下２９．まで同様であります。 

     その他有価証券で時価のあるもの 

                         取得原価       貸借対照表計上額         評価差額             うち益        うち損 

         株式       １,５５２百万円         ２,８９０ 百万円   １,３３７百万円   １,４２１百万円     ８３百万円 

         債券     １６,８７３             １７,４７７             ６０４            ６７５           ７０ 

           国債     ６,７１４               ６,９３３             ２１８            ２６３           ４５ 

           地方債   １,１６７               １,２２９               ６１              ６１             － 

           社債     ８,９９０               ９,３１４             ３２３            ３４９           ２５ 

         その他   １５,３４８             １４,２５１        △１,０９７              ２１      １,１１８ 

             合計 ３３,７７４             ３４,６１９             ８４４         ２,１１８      １,２７３ 

         なお、上記評価差額から繰延税金負債３２９百万円を差し引いた額５１５百万円が「株式等評価差額金」に含まれ 

ております。当期において、その他有価証券で時価のある投資信託について３７９百万円の減損処理を行っており

ます。 

         有価証券の減損処理については、中間期末の時価の下落率が簿価の３０％以上であるものを対象としております。 

時価の下落率が簿価の５０％以上である場合は、時価が「著しく下落した」ときに該当することとして減損処理を

行っております。また、時価の下落率が３０％以上５０％未満である場合は回復可能性の判定を行い、減損処理を

行っております。 

27.  当中間期中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。－ 

                        売却額                    売却益             売却損 

                １１,０６１百万円              ６５３百万円          ０百万円 

28.  時価のない有価証券のうち、主なものの内容と中間貸借対照表計上額は、次のとおりであります。 

           子会社・子法人等株式及び関連法人等株式 

                子会社・子法人等株式                             ８９百万円 

           その他有価証券 

                非上場株式（店頭売買株式を除く）               １１３百万円 

                その他の証券                                １,６００百万円 

 

－５－ 



 

 

    29.  その他有価証券のうち満期があるものの期間ごとの償還予定額は次のとおりであります。 

                            １年以内           １年超５年以内       ５年超１０年以内          １０年超 

        債券         １,２９０百万円          ６,５４４百万円        ６,２１３百万円   ３,４２９百万円 

          国債            ２２                １,１７７              ３,３７８         ２,３５５ 

          地方債          ４１                   ４５４                 ７３３               － 

          社債       １,２２５                ４,９１２              ２,１０１         １,０７４ 

        その他       ３,１７５                １,５００              １,７７８         １,１８４ 

             合計    ４,４６５                ８,０４４              ７,９９２         ４,６１３ 

30.   当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契

約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。こ

れらの契約に係る融資未実行残高は、２,８６５百万円であります。このうち原契約期間が１年以内のもの又は任意

の時期に無条件で取消可能のものが２,８６５百万円あります。 

    なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当

行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、

債権の保全、その他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をす

ることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を

徴求するほか、契約後も定期的に（半年毎に）予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応

じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

31.   当期末における退職給付引当金（及び前払年金費用）並びに同引当金と相殺又は加算されている退職給付信託に 

おける年金資産（未認識数理計算上の差異を除く）は、それぞれ以下のとおりであります。 

                                               退職一時金         年金基金            合計 

            退職給付引当金                   △１,５６４百万円      △５７６百万円    △２,１４１百万円 

              （退職給付信託の年金資産控除前） 

            前払年金費用                            －                    －                   － 

              （退職給付信託の年金資産加算前）   

            退職給付信託の年金資産                  －                ３１９               ３１９ 

              （未認識数理計算上の差異を除く）                                                    

            退職給付引当金                   △１,５６４            △２５６          △１,８２１ 

              （退職給付信託の年金資産控除後）                                                            

32. 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成１５年３月法律第９号）が平成１５年３月３１日に公布され、平成 

１６年４月１日以後開始する事業年度より当行の法人事業税に係る課税標準の一部が「付加価値額」および「資本

等の金額」に変更されることにより、当該課税標準の一部は、利益に関連する金額を課税標準とする税金には該当

しないことになります。 

 この変更に伴い、当行の繰延税金資産および繰延税金負債の計算に使用する平成１６年度以降の法定実効税率は、

当期の４０．０％から３９．０％となり、「繰延税金資産」は８９百万円減少し、当期に計上された「法人税等調

整額」は７３百万円増加しております。「再評価に係る繰延税金負債」は６５百万円減少し、「土地再評価差額

金」は同額増加しております。また、「株式等評価差額金」は８百万円増加しております。 

33.   銀行法施行規則別紙様式が「銀行法施行規則の一部を改正する内閣府令」（平成１４年１０月１５日付内閣府令

第６３号）により改正されたことに伴い、当期から次のとおり表示方法を変更しております。 

（１） 前期において区分掲記していた「再評価差額金」は、当期からは「土地再評価差額金」として表示してお

ります。 

（２） 前期において区分掲記していた「評価差額金」は、当期からは「株式等評価差額金」として表示しており

ます。 

（３） 前期において資本の部は、「資本金」、「法定準備金」及び「剰余金」として区分掲記しておりましたが、 

当期からは「資本金」、「資本剰余金」及び「利益剰余金」として表示しております。 

    34.  「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第１号）が平成１４年４月１日以後に適用

されることになったことに伴い、当期から同会計基準を適用しております。なお、これによる当期の資産および資

本に与える影響はありません。 

    35.   「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）および「１株当たり当期純利益に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）が平成１４年４月１日以後開始する事業年度に係る財務諸表

から適用されることになったことに伴い、当期から同会計基準及び適用指針を適用しております。なお、前期にお

いれ採用していた方法により算定した場合の１株当たり当期利益金額は以下のとおりであります。 

           １株当たり当期利益金額            １１円  ２１銭 

 

 

 

 

 

 

－６－ 



科 目

10,739

8,742

8,013

705

0

－

1

－

21

754

488

265

449

－

－

449

－

－

792

203

－

588

10,188

226

223

－

－

－

－

－

－

－

3

422

124

297

403

－

－

0

－

403

-

6,843

2,293

2,159

－

－

74

－

59

550

          株式会社   静岡中央銀行

             （単位：百万円）

－７－

そ の 他 の 受 入 利 息

経 常 収 益

資 金 運 用 収 益

貸 出 金 利 息

有 価 証 券 利 息 配 当 金

コ － ル ロ － ン 利 息

買 入 手 形 利 息

預 け 金 利 息

金 利 ス ワ ッ プ 受 入 利 息

役 務 取 引 等 収 益

受 入 為 替 手 数 料

そ の 他 の 役 務 収 益

そ の 他 業 務 収 益

外 国 為 替 売 買 益

商 品 有 価 証 券 売 買 益

国 債 等 債 券 売 却 益

国 債 等 債 券 償 還 益

そ の 他 の 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益

株 式 等 売 却 益

金 銭 の 信 託 運 用 益

そ の 他 の 経 常 収 益

経 常 費 用

資 金 調 達 費 用

預 金 利 息

譲 渡 性 預 金 利 息

コ － ル － マ ネ － 利 息

売 渡 手 形 利 息

コマーシャル・ペーパー利息

借 用 金 利 息

転 換 社 債 利 息

金 利 ス ワ ッ プ 支 払 利 息

そ の 他 の 支 払 利 息

役 務 取 引 等 費 用

支 払 為 替 手 数 料

そ の 他 の 役 務 費 用

そ の 他 業 務 費 用

外 国 為 替 売 買 損

商 品 有 価 証 券 売 買 損

国 債 等 債 券 売 却 損

国 債 等 債 券 償 還 損

国 債 等 債 券 償 却

そ の 他 の 業 務 費 用

営 業 経 費

そ の 他 経 常 費 用

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

貸 出 金 償 却

株 式 等 売 却 損

株 式 等 償 却

金                         額

平成１５年 ３ 月３１日 まで

平成１４年 ４ 月 １ 日 から
                    第１２９期        損  益  計  算  書

金 銭 の 信 託 運 用 損

そ の 他 の 経 常 費 用

経 常 利 益



科 目

188

－

14

－

－

174

131

130

－

－

1

607

1,540

△1,201

269

340

157

60

-

707

－８－

金                         額

特 別 利 益

動 産 不 動 産 処 分 益

当 期 利 益

償 却 債 権 取 立 益

証券取引責任準備金取崩額

そ の 他 の 特 別 利 益

金融先物取引責任準備金取崩額

前 期 繰 越 利 益

そ の 他 の 特 別 損 失

特 別 損 失

動 産 不 動 産 処 分 損

金融先物責任準備金繰入額

証券取引責任準備金繰入額

税 引 前 当 期 利 益

法人税・住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

子会社との取引による収益総額         3百万円

子会社との取引による費用総額       25百万円 

前期において区分記していた「再評価差額金取崩額」は、当期からは「土地再評価差額金取崩額」として表示しております。

土地再評価差額金取崩額

３．

中 間 配 当 額

利 益 準 備 金 積 立 額

当 期 未 処 分 利 益

 注 １． 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

２．



707,653,233

－

707,653,233

350,000,000

－

(1株につき2円50銭 ) 60,000,000

30,000,000

( う ち 監 査 役 分 ) ( 4,500,000 )

－

260,000,000

260,000,000

357,653,233

株式会社  静岡中央銀行

－９－

第 １２９ 期  （平成１５年 ３ 月期 ）  利  益  処  分  案

当 期 未 処 分 利 益

任 意 積 立 金 取 崩 額

科         目 金          額

利 益 準 備 金

利 益 処 分 額

計

（単位：  円）

次 期 繰 越 利 益

任 意 積 立 金

資 本 金

配 当 金

別 途 積 立 金

役 員 賞 与 金



                                    株式会社 静岡中央銀行                

平成１４年４月  １日から 

第１２９期  (                     )  キャッシュ・フロー計算書 

平成１５年３月３１日まで 

（単位：百万円） 

 金     額 

 

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー 

   税金前当期利益 

   減価償却費 

   貸倒引当金の増加額 

    賞与引当金の増加額 

退職給付引当金の増加額 

   資金運用収益 

   資金調達費用 

   有価証券関係損益(△) 

   金銭の信託の運用損益(△) 

   動産不動産処分損益(△) 

   貸出金の純増(△)減 

預金の純増減(△) 

    預け金（日銀預け金を除く）の純増(△)減 

    コールローン等の純増(△)減 

   資金運用による収入 

   資金調達による支出 

   その他 

              小計 

   法人税等の支払額 

   営業活動によるキャッシュ・フロー 

 

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー 

   有価証券の取得による支出 

   有価証券の売却による収入 

   有価証券の償還による収入 

   金銭の信託の増加による支出 

   金銭の信託の減少による収入 

   動産不動産の取得による支出 

   動産不動産の売却による収入 

    営業譲渡による収入 

投資活動によるキャッシュ・フロー 

 

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー 

   株式の発行による収入 

   配当金支払額 

   財務活動によるキャッシュ・フロー 

 

Ⅳ．現金及び現金同等物の増加額 

Ⅵ．現金及び現金同等物の期首残高 

Ⅶ．現金及び現金同等物の期末残高 

△６０７

３２８

６４５

△１２

△１４９

△８，７４２

２２６

△１７５

－

１３０

６，１４０

１，８６０

△９，１８０

△６００

８，８８０

△２７５

△６１６

△２，１４６

△５９１

△２，７３７

△１４，９７４

１１，７１４

３，９４０

－

－

△４７９

２８７

９６６

１，４５５

０

△１１９

△１１９

△１，４０２

９，３９０

７，９８８

   注  １．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

   ２．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、貸借対照表上の「現金預け金」のうち、現金および日銀預け金で 

あります。 

 

－１０－ 



                                     株式会社 静岡中央銀行 

 

有価証券・金銭の信託・その他有価証券差額金・デリバティブ取引 

 

【有価証券】 
（注）「子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの」については、財務諸表における注記事項として記載しております。   

 

１．売買目的有価証券 
                                                                                (金額単位：百万円) 

第 129 期 

（平成１５年３月３１日現在） 

第 128 期 

（平成１４年３月３１日現在） 

 

期別 

 

種類 
貸借対照表計上額 

当会計年度の損益に

含まれた評価差額 
貸借対照表計上額 

当会計年度の損益に

含まれた評価差額 

売買目的有価証券 ― ― ― ― 

 

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

                                                                                         (金額単位：百万円) 

第 129 期 

（平成１５年３月３１日現在） 

第 128 期 

（平成１４年３月３１日現在） 

差額 差額 

               

期別 

 

種類 

貸借対照

表計上額

時価 

 うち益 うち損

貸借対照

表計上額

時価 

 うち益 うち損

国      債 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

地  方  債 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

社      債 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

そ  の  他 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

合      計 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

            （注）時価は、会計年度末日における市場価格等に基づいております。 

 

３．その他有価証券で時価のあるもの 
                                                                                         (金額単位：百万円) 

第 129 期 

（平成１５年３月３１日現在） 

第 128 期 

（平成１４年３月３１日現在） 

評価差額 評価差額 

               

期別 

 

種類 

取得原

価 

貸借対照

表計上額  うち益 うち損

取得原

価 

貸借対照 

表計上額  うち益 うち損

株      式 1,552 2,890 1,337 1,421 83 1,350 3,631 2,280 2,304 24

債      券 16,873 17,477 604 675 70 19,664 20,701 1,037 1,047 9

国    債 6,714 6,933 218 263 45 8,842 9,135 292 301 8

地 方 債 1,167 1,229 61 61 - 4,385 4,700 314 315 0

 

社    債 8,990 9,314 323 349 25 6,435 6,865 430 430 0

そ の 他 15,348 14,251 △1,097 21 1,118 13,937 13,084 △852 49 902

合    計 33,774 34,619 844 2,118 1,273 34,952 37,417 2,465 3,402 936

            （注）貸借対照表計上額は、会計年度末日における市場価格等に基づく時価により計上したものであります。 

 

４．会計年度中に売却した満期保有目的の債券 

     該当ありません。 

 

５．会計年度中に売却したその他有価証券 
                                                                                           (金額単位：百万円) 

第 129 期 

（平成１５年３月３１日現在） 

第 128 期 

（平成１４年３月３１日現在） 

                 

期別 

種類                売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

その他有価証券 11,061 653 0 9,609 161 －

 

 

 

 

 

 

－１１－ 



６．時価のない有価証券の主な内容及び貸借対照表計上額 
                                                                                       (金額単位：百万円) 

 第 129 期 

（平成１5 年３月３１日現在） 

第 128 期 

（平成１4 年３月３１日現在） 

満期保有目的の債券 ― ―

その他有価証券 

      非上場株式（店頭売買株式を除く） 

      非上場外国証券 

      その他 

113

1,600

―

112

1,000

―

 

    ７．保有目的を変更した有価証券 

       該当ありません。 

 

    ８．その他有価証券のうち満期があるものの期間ごとの償還予定額 

                                                                                             (金額単位：百万円) 

第 129 期 

（平成１５年３月３１日現在） 

第 128 期 

（平成１４年３月３１日現在） 

         期別  

種類         
1 年以内 

1 年超 5

年以内 

5 年超 10

年以内 
10 年超 1 年以内

1年超 5

年以内 

5 年超 10

年以内 
10 年超 

債      券 1,290 6,544 6,213 3,429 3,559 8,984 6,055 2,102

国    債 22 1,177 3,378 2,355 2,540 1,673 2,819 2,102

地 方 債 41 454 733 ― 92 2,903 1,704 ―

 

社    債 1,225 4,912 2,101 1,074 925 4,408 1,531 ―

そ  の  他 3,175 1,500 1,778 1,184 492 3,146 2,381 1,398

合    計 4,465 8,044 7,992 4,613 4,051 12,131 8,437 3,500

 

 

 

【金銭の信託】 

     該当ありません。  
 

 

【その他有価証券評価差額金】 
     貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。 

                                                                                         (金額単位：百万円) 

 第１２９期 

（平成１５年３月３１日現在） 

第１２８期 

（平成１４年３月３１日現在） 

評  価  差  額 844 2,465

その他有価証券 844 2,465 

その他の金銭の信託 ― ―

  (△)繰延税金負債（＋）繰延税金資産 △329 △986

  その他有価証券評価差額 515 1,479

 

 

   【デリバティブ取引】 

      該当ありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－１２－ 



                                   株式会社 静岡中央銀行 

 

退職給付関係 
 

 

１．退職給付債務に関する事項 

                                                                          （金額単位：百万円） 

  第 129 期 

（平成１５年３月３１日現在） 

第 128 期 

（平成１４年３月３１日現在）

退職給付債務                            （Ａ） △２，６０４ △２,９０５

年金資産                                （Ｂ） ６５３ ７４０

未積立退職給付債務      （Ｃ）＝（Ａ）＋（Ｂ） △１，９５１ △２,１６５

会計基準変更時差異の未処理額            （Ｄ） ― ―

未認識数理計算上の差異                  （Ｅ） １３０ １９４

未認識過去勤務債務                      （Ｆ） ― ―

貸借対照表計上額純額    （Ｇ）＝（Ｃ）＋（Ｄ）＋（Ｅ）＋（Ｆ） △１，８２１ △１,９７１

前払年金費用                            （Ｈ） ― ―

退職給付引当金                    （Ｇ）＋（Ｈ） △１，８２１ △１,９７１

      (注)１．厚生年金基金の代行部分を含めて記載しております。 

     

２．退職給付費用に関する事項 

                                                                          （金額単位：百万円） 

 第 129 期 

（平成１5 年３月３１日現在） 

第 128 期 

（平成１４年３月３１日現在）

勤務費用 １１９ １２７

利息費用 ８７ ９３

期待運用収益 △１２ △１４

過去勤務債務の費用処理額 ― ―

数理計算上の差異の費用処理額 ４３ ２２

会計基準変更時差異の費用処理額 ― ―

その他 ― ―

退職給付費用 ２３７ ２２９

         

      

３．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

                                                                           

 第 12９期 

（平成１５年３月３１日現在） 

第 12８期 

（平成１４年３月３１日現在）

(１)割引率 ３．００％ ３．００％

(２)期待運用収益率 ３．００％ ３．００％

(３)退職給付見込額の期間配分方法 勤務期間を基準とする方法 勤務期間を基準とする方法

(４)過去勤務債務の額の処理年数 ― ―

(５)数理計算上の差異の処理年数 ５年 ５年

(６)会計基準変更時差異の処理年数 一括費用処理 一括費用処理

 

 

 

 

 

 

 

 

－１３－ 



                      (株) 静 岡 中 央 銀 行                           

             

役 員 の 異 動（平成 15 年 6 月 27 日付） 

 

株式会社 静岡中央銀行では平成１５年５月２３日取締役会において、役員の異動を下記の通

り内定しましたので通知致します。 

 

記 

 

１．新任役員候補 

（１） 新任取締役候補 

 

奥  田      一      （現、株式会社大京 代表取締役副社長） 

 

井   田    昌   弘    （現、融資部長） 

        

長   岩    好   美    （現、渋沢支店長） 

 

森   下      清      （現、川崎支店長） 

 

（２） 新任監査役候補 

        

       村   井    秀   行    （現、監査部長） 

 

２．退任予定役員 

（１）退任予定取締役 

        

       杉   山   欣  三 郎 

 

       峰   田    富   夫 

 

       柳   川      巌  

 

（２）退任予定監査役 

 

       大   城    修   身 

 

 

 

尚、新任取締役候補者の略歴は別紙の通りです。 

 

 

－１４－ 



 

 

                            株式会社 静 岡 中 央 銀 行                   

 

 

新任取締役候補者 
 

 

  １．新任取締役候補  

     平成１５年６月２７日開催の株主総会において次の通り選任の予定  

 

       取  締  役   奥  田    一   

 

 

 

  ２．新任取締役候補   略 歴        

       氏  名        奥  田    一 

         (昭和１６年１２月２３日生  ６１才 ) 

        

         昭和４０年  ３  月   大阪大学卒業  

               昭和４０年  ４  月    株式会社  三和銀行（現ＵＦＪ銀行）入行  

         昭和５９年  ５  月    同行  金沢支店長  

               平成  ３  年  ７  月   同行  業務本部審査部長  

平成  ６  年  ６  月   同行  取締役名古屋支店長  

平成  ８  年  ６  月   株式会社  三和銀行（現ＵＦＪ銀行）退任  

株式会社  大京  専務取締役   

               平成１３年  ６ 月   同社  代表取締役副社長（現在）  

                

 

 

 

 

－１５－  



 

                            株式会社 静 岡 中 央 銀 行                   

 

 

新任取締役候補者 
 

 

  １．新任取締役候補  

     平成１５年６月２７日開催の株主総会において次の通り選任の予定  

 

       取  締  役   井 田 昌 宏   

 

 

 

  ２．新任取締役候補   略 歴        

       氏  名        井 田 昌 宏 

           (昭和１９年４月  ７日生  ５９才 ) 

          

         昭和４２年   ３月   明治大学卒業  

               昭和４２年   ４月    株式会社  静岡相互銀行（現静岡中央銀行）入行  

         昭和６３年   ２月   融資部融資二課  課長  

         平成  元年  ８月   浜松北支店長  

         平成  ５年   ２月   資金証券部長  

         平成１１年   ８月   資産査定室長  

         平成１３年  １０月   監査部与信監査部長    

               平成１４年   ８月   融資部長（現在）  

 

 

 

 

 

 

 

 

－１６－



 

                            株式会社 静 岡 中 央 銀 行                   

 

 

新任取締役候補者 
 

 

  １．新任取締役候補  

     平成１５年６月２７日開催の株主総会において次の通り選任の予定  

 

       取  締  役   長 岩 好 美   

 

 

 

  ２．新任取締役候補   略 歴        

       氏  名        長 岩 好 美 

           (昭和２２年５月  ５日生  ５６才 ) 

            

         昭和４５年   ３月   関東学院大学卒業  

               昭和４５年   ３月    株式会社  静岡相互銀行（現静岡中央銀行）入行  

         平成  ４年   ７月   蒲田支店長  

         平成  ７年   ５月   川崎支店長  

         平成１１年   ４月    渋沢支店長  （現在）   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－１７－



 

                            株式会社 静 岡 中 央 銀 行                   

 

 

新任取締役候補者 
 

 

  １．新任取締役候補  

     平成１５年６月２７日開催の株主総会において次の通り選任の予定  

 

       取  締  役   森 下  清   

 

 

 

  ２．新任取締役候補   略 歴        

       氏  名        森 下  清 

           (昭和２４年１２月  １１日生  ５３才 ) 

            

         昭和４７年   ３月   明治大学卒業  

               昭和４７年   ３月    株式会社  静岡相互銀行（現静岡中央銀行）入行  

         平成  ５年  ８月   融資部融資一課  課長  

         平成１１年   ４月   川崎支店長（現在）  

                

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－１８－



 

                            株式会社 静 岡 中 央 銀 行                   

 

 

新任監査役候補者 
 

 

  １．新任監査役候補  

     平成１５年６月２７日開催の株主総会において次の通り選任の予定  

 

       監 査  役   村 井 秀 行   

 

 

 

  ２．新任監査役候補   略 歴        

       氏  名        村 井 秀 行 

           (昭和１８年７月  ３日生  ５９才 ) 

            

         昭和４１年   ３月   明治大学  

               昭和４１年   ４月    株式会社  静岡相互銀行（現静岡中央銀行）入行  

         昭和６１年   ７月   人事部人事一課  課長  

         平成  ２年   ２月   業務部  副部長  

         平成  ３年   ８月   中山支店長  

         平成  ６年   ６月   浜松支店長  

         平成  ９年   ８月   横浜支店長  

         平成１２年   ８月    検査部長  

         平成１３年１０月   監査部長   （現在）  

 

 

 

 

 

 

－１９－
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１．損  益  の  状  況 

 (単位：百万円) 

平 成 １４ 年 度  

 平成１３年度比 

平成 1３ 年 度 

業務粗利益 ８，８９４ ５５７ ８，３３６

(除く国債等債券損益（５勘定尻）) ８，８４８ △１８７ ９，０３５

国内業務粗利益 ８，７９４ ５７４ ８，２１９

(除く国債等債券損益（５勘定尻）) ８，７３６ △１８３ ８，９２０

資金利益 ８，４０４ △１０９ ８，５１３

役務取引等利益 ３３２ △７３ ４０６

特定取引利益 － － －

その他業務利益 ５７ ７５７ △７００

 

（うち国債等債券損益） ５７ ７５７ △７００

国際業務粗利益 １００ △１６ １１６

(除く国債等債券損益（５勘定尻）) １１１ △４ １１５

資金利益 １１１ △４ １１５

役務取引等利益 － － －

特定取引利益 － － －

その他業務利益 △１１ △１２ １

 

 

（うち国債等債券損益） △１１ △１２ １

経費（除く臨時処理分） ６，７９９ ２２９ ６，５７０

人件費 ４，００２ △１５４ ４，１５６

物件費 ２，４５１ ２９５ ２，１５５

 

税金 ３４６ ８８ ２５７

業務純益（一般貸倒繰入前） ２，０９４ ３２８ １，７６６

(除く国債等債券損益（５勘定尻）) ２，０４８ △４１７ ２，４６５

一般貸倒引当金繰入額 △７７４ △８５３ ７８

業務純益 ２，８６９ １，１８１ １，６８７

 うち国債等債券損益(５勘定尻) ４５ ７４５ △６９９

臨時損益 △２，３１８ △１，７７５ △５４３

うち株式等損益(３勘定尻) １２９ １７９ △５０

うち不良債権処理額 ２，９３４ ２，４２１ ５１３

貸出金償却 － － －

個別貸倒引当金純繰入額 ２，９３４ ２，４５１ ４８２

共同債権買取機構売却損 － － －

延滞債権等売却損 － － －

債権売却損失引当金繰入額 － － －

 

その他の債権売却損等 － △３１ ３１

その他臨時損益 ４８５ ４６５ ２０

 

 うち退職給付費用 ４３ ２１ ２２

経常利益 ５５０ △５９３ １，１４４

特別損益 ５７ ５０ ６

うち動産不動産処分損益 △１３０ △１３２ ２

動産不動産処分益 － △１７ １７ 

動産不動産処分損 １３０ １１５ １５

 

うち退職給付会計基準変更時差異償却 － － －

税引前当期利益 ６０７ △５４２ １，１５０

法人税、住民税及び事業税 １，５４０ ８４１ ６９８

法人税等調整額 △１，２０１ △９８９ △２１２

当期利益 ２６９ △３９４ ６６３

－１－ 



（決算説明資料） 
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２．比較貸借対照表 （主 要内訳 ） 

                                   (単 位 ：百万円 ) 

  科 目    平 成 １４年度末    平成 １３年度末  比較  

(資産の部 ) 

 現金預け金  

 コールローン 

 買入手形  

 買入金銭債権  

 商品有価証券 

金銭の信託  

 有価証券  

 貸出金  

 その他資産  

 動産不動産  

 繰延税金資産 

 再評価に係る繰延税金資産  

 支払承諾見返  

 貸倒引当金            

３４．７０２

７，９００

―

５００

―

―

３６，４２２

３５２，７１７

１，２４６

１０，１３５

２，９５７

―

１，１５４

△４，１４３

２６．９２４

７，８００

―

―

―

―

３８，５５２

３２４，４２５

１，０６２

１０，１９０

１，２０３

―

１，３８３

△２，６０２

７，７７８

１００

―

５００

―

―

△２，１２９

２８，２９１

１８３

△５５

１，７５３

―

△２２８

△１，５４１

 資産の部合計  ４４３，５９１ ４０８，９４０ ３４，６５１

(負債の部 ) 

 預金  

 借用金  

 その他負債  

賞与引当金 

退職給付引当金  

 特別法上の引当金  

 繰延税金負債 

 再評価に係る繰延税金負債 

 支払承諾  

 

４０５，９５１

―

４，０８２

４５８

１，８２１

―

―

２，５４７

１，１５４

 

３７１，７２８

―

２，３０８

４７０

１，９７１

―

―

２，７１７

１，３８３

３４，２２３

―

１，７７３

△１２

△１４９

―

―

△１７０

△２２８

 負債の部合計  ４１６，０１４ ３８０，５７９ ３５，４３５

(資本の部 ) 

 資本金  

 資本剰余金  

 利益剰余金  

     利 益準備金    

    任 意積立金  

    当 期未処分利益  

      当 期利益  

 土地再評価差額金  

株式等評価差額金  

２，０００

０

２１，０７６

２，０００

１８，３６８

７０７

２６９

３，９８３

５１５

２，０００

０

２０，８０４

２，０００

１７，８６８

９３５

６６３

４，０７６

１，４７９

―

―

２７２

－

５００

△２２７

△３９４

△９２

△９６３

 資本の部合計  ２７，５７６ ２８，３６０ △７８３

 負債及び資本の部合計  ４４３，５９１ ４０８，９４０ ３４，６５１

※従来資本の部は、「資本金」・「法定準備金」及び「剰余金」として区分掲記しておりましたが、当期より「資本

金」・「資本剰余金」及び「利益剰余金」として表示しており、上記比較貸借対照表では、当期の表示方法に

引伸ばして比較しています。 

－２－ 
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３．比較損益計算書 （主 要内訳 ） 
 

                                  (単位：百万円) 

科      目  平成１４年度 平成１３年度 比     較  

 経常収益 １０，７３９ １０，１５８ ５８０

 資金運用収益 

  (うち貸出金利息) 

  (うち有価証券利息配当金) 

 役務取引等収益 

 その他業務収益 

 その他経常収益 

８，７４２

８，０１３

７０５

７５４

４４９

７９２

９，１５１

８，１８９

９４１

７２１

４

２８０

△４０９

△１７６

△２３５

３３

４４５

５１２

 経常費用 １０，１８８ ９，０１４ １，１７４

 資金調達費用 

  (うち預金利息) 

 役務取引等費用 

 その他業務費用 

 営業経費 

 その他経常費用 

２２６

２２３

４２２

４０３

６，８４３

２，２９３

５２２

５１３

３１５

７０３

６，５９２

８８０

△２９５

△２８９

１０６

△３００

２５０

１，４１３

 経常利益 ５５０ １，１４４ △５９３

 特別利益 

 特別損失 

１８８

１３１

２１

１５

１６７

１１６

 税引前当期利益 

 法人税・住民税及び事業税 

 法人税等調整額 

 当期利益 

６０７

１，５４０

△１，２０１

２６９

１，１５０

６９８

△２１２

６６３

△５４２

８４１

△９８９

△３９４

 前期繰越利益 

 土地再評価差額金取崩額 

 中間配当額 

 利益準備金積立額 

 当期未処分利益 

３４０

１５７

６０

―

７０７

３０３

２７

６０

―

９３５

３６

１３０

―

―

△２２７

 

－３－ 



(決算説明資料）
株式会社  静岡中央銀行

４．比較利回り・利鞘表
（単位：％）

14年9月末比 14年3月末比

2.46 △0.02 △0.09 2.48 2.55

0.06 0.00 △0.08 0.06 0.14

1.82 0.06 0.02 1.76 1.80

1.88 0.06 △0.06 1.82 1.94

0.58 △0.08 △0.03 0.66 0.61

1.95 △0.50 △0.28 2.45 2.23

2.24 △0.08 △0.15 2.32 2.39

1.88 0.06 △0.06 1.82 1.94

0.36 △0.14 △0.09 0.50 0.45

５．自己資本比率（国内基準）・・・速報値・・・
【単体】 （単位：百万円）

14年9月末比 14年3月末比

10.41% △0.78% △0.99% 11.19% 11.40%

             8.75           △0.82           △0.90              9.57              9.65

（２） T i e rⅠ           22,987              170               276           22,816           22,710

（３） T i e rⅡ            4,419              496               247            3,922             4,172

（４）控除項目                50 － -                50                 50

（５）自己資本（２）+（３）-（４）           27,356              667               523           26,688           26,832
（６）リスクアセット         262,687          24,299           27,433         238,388          235,254

【連結】 （単位：百万円）

14年9月末比 14年3月末比

10.43% △0.79% △1.00% 11.22% 11.43%

             8.77           △0.81           △0.90              9.58              9.67

（２） T i e rⅠ           23,068               184               292           22,883           22,776

（３） T i e rⅡ            4,420               456               209             3,963            4,210

（４）控除項目                50 - -                50                50

（５）自己資本（２）+（３）-（４）           27,438               641               502           26,797           26,936
（６）リスクアセット         262,941           24,274           27,475          238,667         235,466

６．ROE
（単位：％）

14年9月末比 14年3月末比

業務純益ベース 10.20 △2.81 4.14 13.01 6.06
当期純利益ベース 0.95 △0.22 △1.43 1.17 2.38

７．預金、貸出金の残高
（単位：百万円）

14年9月末比 14年3月末比

405,951 31,369 34,223 374,582 371,728

372,276 5,025 8,758 367,251 363,517

352,717 30,074 28,291 322,642 324,425
324,515 2,701 3,649 321,814 320,866

（１） 自 己 資 本 比 率

        うちT i e rⅠ比率

    15年3月末

    15年3月末 14年9月末 14年3月末

14年9月末 14年3月末

（１） 自 己 資 本 比 率

        うちT i e rⅠ比率

資  金  調  達  原  価  （D)

総  資  金  利  鞘  （C) － (D)

    15年3月末

    15年3月末 14年3月末14年9月末

貸  出  金  利  回  り  （A)

    15年3月末 14年9月末

預  金  等  利  回  り

預  金  等  原  価  （B)

有  価  証  券  利  回  り

経  費  率

預  貸  金  利  鞘  （A) － (B)

資  金  運  用  利  回  り  （C) 

14年3月末

               （平  残）

               （平  残）

ー４ー

貸   出   金（末  残）

14年3月末

預         金（末  残）

14年9月末



(決算説明資料）
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８．貸出金の状況
（１）消費者ローン残高 （単位：百万円）

14年9月末比 14年3月末比

69,098 11,431 13,912 57,667 55,186
60,913 14,874 16,191 46,039 44,722
8,185 △3,443 △2,279 11,628 10,464

（２）中小企業等向け貸出・比率 （単位：百万円・％）

14年9月末比 14年3月末比

318,959 28,601 24,598 290,358 294,361
90.43 0.44 △0.30 89.99 90.73

（３）業種別貸出金 （単位：百万円）

14年9月末比 14年3月末比

352,717 30,075 28,292 322,642 324,425
46,893 1,969 191 44,924 46,702
2,095 150 107 1,945 1,988
29 8 5 21 24
257 △102 △107 359 364
203 8 △36 195 239
40,082 712 △1,533 39,370 41,615
－ － － - －
－ △12,767 △14,656 12,767 14,656
66 66 66 － －

運輸業 12,833 12,833 12,833 － －
－ △48,173 △47,483 48,173 47,483
41,798 41,798 41,798 － －
18,526 1,616 2,464 16,910 16,062
47,008 2,352 1,987 44,656 45,021
－ △47,205 △47,062 47,205 47,062
60,828 60,828 60,828 － －
567 14 143 553 424
81,525 15,968 18,745 65,557 62,780

※平成14年3月7日付総務省告示第139号により｢日本標準産業分類｣が改訂され、同年10月1日から適用されたこと

    に伴い、｢国内｣に係る各業種別の貸出金残高および構成比は、前会計年度末は改訂前の日本標準産業分類の

区分にもとづき、当会計年度末は改訂後の日本標準産業分類の区分にもとづき記載しております。

９．貸倒引当金の状況
◇貸倒引当金残高の内訳 （単位：百万円）

14年9月末比 14年3月末比

4,143 385 1,541 3,758 2,602
2,194 1,168 918 1,026 1,276
1,949 △782 624 2,731 1,325

◇個別貸倒引当金純繰入額 （単位：百万円）

14年9月末比 14年3月末比

2,934 1,020 2,452 1,914 482

◇貸出金償却 （単位：百万円）

14年9月末比 14年3月末比

－ - - - －

    15年3月末 14年9月末 14年3月末

消 費 者 ロ ー ン 残 高

内 住 宅 ロ ー ン 残 高
う ち その他ローン残高

    15年3月末 14年9月末 14年3月末

中 小 企 業 向 け 貸 出 額
中 小 企 業 等 貸 出 比 率

    15年3月末 14年9月末 14年3月末

   国          内

製造業

農業

林業

漁業

鉱業

建設業

電気・ガス・熱供給・水道業

運輸・通信業

地方公共団体
その他

卸売・小売業、飲食業

金融・保険業

不動産業

サービス業

14年9月末 14年3月末

個 別 貸 倒 引 当 金

貸 倒 引 当 金

一 般 貸 倒 引 当 金

貸 出 金 償 却

    15年3月末

    15年3月末

情報通信業

卸売・小売業

各種サービス業

－５－

    15年3月末 14年9月末 14年3月末

個別貸倒引当金純繰入額

14年9月末 14年3月末



(決算説明資料）
株式会社  静岡中央銀行

１０．リスク管理債権の状況
◇リスク管理債権額 （単位：百万円）

14年9月末比 14年3月末比

14,071 △919 718 14,990 13,353
2,730 206 1,261 2,524 1,469
6,956 △578 937 7,534 6,019
108 35 101 73 7
4,276 △582 △1,581 4,858 5,857

（単位：百万円）

352,717 30,075 28,292 322,642 324,425

◇リスク管理債権貸出金残高比率 （単位：％）

14年9月末比 14年3月末比

3.98 △0.66 △0.13 4.64 4.11
0.77 △0.01 0.32 0.78 0.45
1.97 △0.36 0.12 2.33 1.85
0.03 0.01 0.03 0.02 0.00
1.21 △0.29 △0.59 1.50 1.80

◇リスク管理債権に対する引当率 （単位：百万円・％）

14年9月末比 14年3月末比

14,071 △919 718 14,990 13,353
9,530 262 △97 9,268 9,627
2,258 △798 632 3,056 1,626
16.04 △4.35 3.87 20.39 12.17
83.77 0.56 △0.50 82.21 84.27

１１．金融再生法による開示債権及び保全状況
◇開示債権額 （単位：百万円）

14年9月末比 14年3月末比

14,102 △916 725 15,018 13,377

4,491 1,215 2,153 3,276 2,338
5,225 △1,585 51 6,810 5,174
4,384 △548 △1,481 4,932 5,865

354,097 30,010 28,083 324,087 326,014

◇総与信に占める比率 （単位：％）

14年9月末比 14年3月末比

3.98 △0.65 △0.12 4.63 4.10

1.26 0.25 0.55 1.01 0.71
1.47 △0.63 △0.11 2.10 1.58
1.23 △0.29 △0.56 1.52 1.79

（単位：百万円）

14年9月末比 14年3月末比

11,819 △533 542 12,352 11,277
2,274 △797 640 3,071 1,634
9,544 263 △99 9,281 9,643

（単位：％）

83.81 1.57 △0.49 82.24 84.30

カバー率（Ｂ＋Ｃ）／Ａ

14年3月末

リスク管理債権（Ａ）

担保・保全等（Ｂ）

貸倒引当金（Ｃ）

引当率（Ｃ／Ａ）

14年9月末

14年9月末 14年3月末

14年3月末

リ ス ク 管 理 債 権

破 綻 先 債 権

延 滞 債 権

3 ヵ 月 以 上 延 滞 債 権

14年9月末

貸出金残高

    15年3月末

貸 出 条 件 緩 和 債 権

    15年3月末

リ ス ク 管 理 債 権

破 綻 先 債 権

延 滞 債 権

14年9月末 14年3月末

危 険 債 権

要 管 理 債 権

    15年3月末

3 ヵ 月 以 上 延 滞 債 権

貸 出 条 件 緩 和 債 権

    15年3月末

14年3月末

開 示 債 権 計
破産更生債権およびこれら
に準ずる債権

危 険 債 権

要 管 理 債 権

    15年3月末 14年9月末

保 全 額
貸 倒 引 当 金

担 保 等 の 保 全

－６－

◇保全状況

総 与 信 残 高

開 示 債 権 計
破産更生債権およびこれら
に準ずる債権

保全率(保全額／開示債権額)

    15年3月末 14年9月末 14年3月末



(決算説明資料）
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１２．資産内容の開示基準別比較（分類・保全状況）

区分 担保・保証 区分

非 Ⅱ Ⅲ Ⅳ 与信残高 による 引当額 保全率 貸出金 残高

分類 分類 分類 分類 保全額 残高

破産・更生 破綻先

(785) 債権および 債権

これらに

準ずる債権

延滞債権

(198) 4,491

危険債権

5,225

3ヵ月以上

要管理債権 延滞債権

要管理先 4,384 貸出条件

緩和債権

小計

14,102 合計

正常債権       総貸出に占める

      リスク管理債権

339,994

322,628 31,056 412 - 総与信合計

(961) (983) 354,097

注１．貸出金等与信関連債権：貸出金・支払承諾・外国為替・貸付有価証券・貸出金に準ずる仮払金・貸付金未収利息

注２．自己査定結果（債務者区分別）における（      ）内は分類額に対する引当額です。

 破綻先・実質破綻先のⅢ・Ⅳ分類は全額引当済みです。

与信残高

3.98%

      総与信に占める

      金融再生法開示

      基準による不良

      債権比率は

330 57.33%

自己査定結果(債務者区分別） 金融再生法の開示基準

区分

破綻先

分類

3,508 100.00%

948

1,572

983

リスク管理債権

単位：百万円

3.98%

2,730

108

4,276

14,071

      比率は

－７－

実質破綻先

要
注
意
先

6,956

796

961 92.11%

2,183

9,544 2,274 83.81%

6,609

3,852

2,747

5,225

1,744
ー

破綻懸念先

1,174 ー

3,750 1,063

354,097

272,506

要管理先
以外の要
注意先

65,263

正常先

総与信合計

412
(961)

－

－

272,506

5,330

22,539

1,279

42,723




